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 集合体群振動の解析体系は第２章 2.1 項で反応度を評価した体系と同じであり、熱
出力約 700MW の中型高速炉炉心とした。 






















方向は図 2-1 に示す W１方向とした。解析パラメータの設定範囲を表 2-1 に示す。加振加
速度は基準地震動条件(約 10m/s2)を基本とし、2 倍、4倍、8 倍まで考慮した。加振周波数
は、炉心燃料集合体の一次固有振動数付近（2～3Hz）、原子炉構造の固有振動数(10Hz 程





ことが確認され、更に加振加速度が 40m/s2の条件では、加振周波数が 6.5Hz で外側炉心領
域面積が最も小さくなる（周波数依存性）結果となった。この最小値は 0.958m2 となり、
第２章 2.1 項で想定した“集合体総片寄（Ｗ１方向）”の 0.964m2より小さくなる。図 2-1
の外側炉心領域面積と投入反応度の関係において、外側炉心領域面積が 0.955m2 となる場
合の反応度投入量は 1.58$、0.961m2では 0.9＄である。この関係を用いて、上記の外側炉
心領域面積が 0.958m2となる場合の応度投入量を簡易的に評価すると、図 2-2 に示す通り





























Maximum acceleration 10m/s2（Nominal case)
20m/s2,40m/s2,80m/s2
10m/s2 correspond to DBGM
Direction Most simple collision mode 
(Contacting at one side of 
hexagonal section)
Analysis model Number of Subassemblies:715
Gap distance :
0.7mm (Top spacer pad)
1.0mm (Middle spacer pad)
Damping ration:
3% (Structure)
11% (Impact at spacer pad)
W１














Relation between Area of 






















































































合体のこの体系における 1次固有振動数は 1.7Hz、2 次固有振動数は 11.8Hz であった。 
ttAA
8
212sin0                       (2-1) 












体系における 1 次固有振動数は 8.9Hz であった。 
片持ち梁体系の変位は加振周波数と加振加速度の両方に依存する。集合体の衝突範囲も
同様と考えられるため、加振方向（W1）の直線上に集合体が並んでいる炉心中央列の 1列
群を対象に、加振加速度の最大を 10m/s2と 40m/s2の 2 条件で一定として、(2-1)式による
周波数掃引解析を行った。図 2-4 は、周波数掃引解析の結果より、炉心中心位置付近に装
荷されている炉心燃料集合体の炉心中心高さにおける変位を示す。 













加振加速度が 40m/s2になると、炉心中心高さの変位が大きくなる周波数領域が約 9Hz ま
で拡大する。従って、この領域で頂部スペーサパッドが衝突し、上下両端支持体系の振動
が励起される。特に 9Hz 付近は上下両端支持体系の 1 次固有振動数に近くなるため、この
体系の固有振動モードが励起されることにより炉心中心高さの変位が顕著に増大する。 











Cantilever Mode Upper and lower supported Mode
Cantilever Mode Upper and lower Supported 
Mode
First Second First
Fuel 1.7 Hz 11.8 Hz 8.9 Hz
Control Rod 1.6 Hz 12.1 Hz 9.2 Hz
Blanket 1.6 Hz 11.5 Hz 8.5 Hz
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（First Natural Frequency: about 1.7Hz）
Simply Support Beam Mode

















)()( tytxPtPtP onn                      (2-2)  
 
)(tx ：時刻 t における集合体 n の炉心高さ中心における変位 
ty ：時刻 t における集合体 n+1 の炉心高さ中心における変位 
tPn ：時刻ｔにおける集合体 nと n+1 の炉心高さ中心における集合体中心間距離 
oP ：初期状態の集合体間隔（集合体配列ピッチ） 
 








































































炉心中央列 1 列群に並ぶ集合体の本数を z とすると、評価対象となる集合体変位差は
(z-1)個所になる。(2-2)式及び(2-3)式では、外側炉心最外周の集合体を n＝1 とし、炉心
中心位置を経て反対側の外側炉心最外周まで、順に n＝1,2,3,4･･･,(z-1)、とした。本評
価では、外側炉心最外周とその内側に隣接する 2 体の集合体の間隔 tP1 を基準とし、集
合体が並んでいる順に比較対象を変えて(2-3)式により相関係数を求めた。相関係数は、炉
心一列群を対象とする周波数掃引解析において、評価上注目する加振周波数 af に相当する












                        (2-4) 
相関係数 r は、1から-1 の値をとる。相関係数が正の場合、 tP1 が増大すると tPn も
増大する。一方、負の場合は、 tP1 が増大すると tPn が減少する関係にある。一般に
相関係数の絶対値が 0.7 以上の場合は強い相関、0.4～0.7 は中間の強さ、0.2～0.4 は弱い





を棒グラフに整理した。最左端の相関係数は、 )(1 tP を自身と比較しているため、完全相
関（ 1r ）となっている。本評価では、上下両端支持体系の 1 次固有振動数 8.9Hz でも集
合体の頂部スペーサパッドが衝突する条件として加振周波数を 40m/s2とした。本評価で得
られた結果を以下に示す。 




















(5) 片持ち梁体系の 2 次固有振動数 11.8Hz になるとほとんど相関がなくなる。 























(Between SA1 and SA2 )
onn PtPtP
(Between SA7 and 
SA8 )
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The correlation between           and   
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The correlation between             and own


































1st Cantilever Mode (1.7Hz)
Upper and lower Supported Mode (8.9Hz)





































n tPtS                           (2-5) 
 





























































































に示す。図 3-1(a)に示すように集合体 1～3 の密度反応度係数を 111 , yxr ， 222 , yxr ,
333 , yxr とする。軸方向位置 hにおいて集合体 1 の中心位置が 11, yx から yx, に移動し













Byxr         (3-1) 














            (3-2) 
軸方向は炉心領域を 20 分割しているため、領域高さを H 、当該領域の燃料及び構造財


















              (3-3) 
 
ナトリウム密度反応度の場合は、集合体１と隣接集合体との間におけるナトリウムの増
































         (3-4) 
(3-4)式における B , 1B ～ 5B は、(3-2)式と同様、各集合体中心位置あるいは評価点を
頂点とする三角形の面積である。 
ナトリウム密度に関する反応度投入量は、(3-4)式で求めた反応度係数とナトリウム排



















































































カルロコード GMVP による反応度計算結果と比較した。GMVP による解析モデルは、第 2 章
に示した炉心集中、総片寄りにおける投入反応度評価と同様である。 
この検証解析では、集合体を変形なしの状態で、炉心中心方向あるいはその反対方向に
4mm 移動させた。集合体の移動量、移動対象集合体に関する解析条件を表 3-1 に示す。表
3-1 の層番号は、炉心中心から外側に向けて付番した。例えば、Case1 では第 2 層の集合体
を移動対象としている。表 3-1 の層番号は 1/3 炉心を示しており、case1 では 12 体の集合
体を炉心中心方向に 4mm 移動させている。そして、表 3-1 の case20 と 21 に示すとおり、
第２章で示した炉心集中と総片寄りの場合についても投入反応度を比較した。 













































5 7 9 11
4 6 8 10
3 5 7 9 11
2 4 6 8 10
1 3 5 7 9 11
0 2 4 6 8 10
1 3 5 7 9 11
2 4 6 8 10
2 3 5 7 9 11
3 4 6 8 10
3 4 5 7 9 11
4 5 6 8 10
4 5 6 7 9 11
5 6 7 8 10
5 6 7 8 9 11
6 7 8 9 10
6 7 8 9 10
7 8 9 10 11
7 8 9 10 11
8 9 10 11




































- 1.04583909 9.75E-05 3.20E-03 13.6969 0.000 2.91E-02 -
1 1.04619273 1.02E-04 3.20E-03 13.7979 0.101 4.20E-02 0.032 
2 1.04619299 9.88E-05 3.20E-03 13.7979 0.101 4.15E-02 0.034 
3 1.04630370 9.94E-05 3.20E-03 13.8295 0.133 4.16E-02 0.099 
4 1.04715862 9.85E-05 3.20E-03 14.0734 0.377 4.14E-02 0.370 
5 1.04651862 9.94E-05 3.20E-03 13.8909 0.194 4.16E-02 0.164 
6 1.04495571 1.01E-04 3.20E-03 13.4443 -0.253 4.20E-02 -0.326 
7 1.04638429 1.01E-04 3.20E-03 13.8525 0.156 4.19E-02 0.146 
8 1.04564546 9.86E-05 3.20E-03 13.6415 -0.055 4.14E-02 -0.101 
9 1.04450896 9.88E-05 3.20E-03 13.3164 -0.381 4.15E-02 -0.427 
10 1.04595610 1.01E-04 3.20E-03 13.7303 0.033 4.19E-02 0.002 
11 1.04631703 1.00E-04 3.20E-03 13.8334 0.136 4.18E-02 0.069 
12 1.04575160 1.01E-04 3.20E-03 13.6719 -0.025 4.19E-02 -0.093 
13 1.04683375 1.00E-04 3.20E-03 13.9808 0.284 4.17E-02 0.322 
14 1.04477981 1.00E-04 3.20E-03 13.3939 -0.303 4.18E-02 -0.407 
15 1.04801376 1.01E-04 3.20E-03 14.3169 0.620 4.18E-02 0.693 
16 1.04805724 1.00E-04 3.20E-03 14.3293 0.632 4.17E-02 0.838 
17 1.04342634 1.01E-04 3.20E-03 13.0059 -0.691 4.20E-02 -0.826 
18 1.04395863 9.99E-05 3.20E-03 13.1586 -0.538 4.18E-02 -0.733 
19 1.04748435 9.86E-05 3.20E-03 14.1662 0.469 4.14E-02 0.516 
20 1.05123918 9.87E-05 3.20E-03 15.2318 1.535 4.12E-02 1.600 

















































析を行った。正弦波の加速度条件は、5,10,20,40,60m/s2の 5 条件とした。 




加速度 10m/s2の場合は、片持ち梁 1 次モードの固有振動数(1.7Hz)の付近で衝突が
生じることが示されている。この加速度条件における投入反応度は、加振周波数が
1.7Hz に近い約 2.5Hz で最大となった。  
(2) 加振加速度が 5～20m/s2 の場合は、反応度投入挙動が 10m/s2 と同じであることを
確認した。これらの条件における反応度投入量は 0.4$から 0.6$の範囲であり、加振
加速度の増加に対する反応度の変化は小さい。 
(3) 加振加速度が 40m/s2 になると、集合体の上下両端支持モードの固有振動数(8.9Hz)
でも頂部衝突が発生し、加振周波数が約 5Hz で集合体が最も集中することが第２章



















































































































































































Acknowledgement: This chapter is derived in part from an article published in Journal of Nuclear 



































































































































































































































































































































































































































































































































１３）を使用し、解析条件は表 4.3-1 に示すように設定した。この内容を下記にまとめた。 
(1) 解析体系は、第 2章、第 3章と同じ熱出力が約 700MWt の中型高速炉炉心とした。炉心








































入反応度の周波数は加振周波数の 2 倍になる。第 2 章において、正弦波による周波数
掃引解析を実施したところ、加振加速度最大が 20m/s2以下では約 2.5Hz で投入反応度
が最大になり、40m/s2以上では約 5Hz で最大になることを示した。そこで、地震反応
















表 4.3-1 地震反応度による燃料溶融挙動の解析条件 
Analysis Condition Notes



















R.F.Hilbert et al. Reference 23)
Gap conductance



































波数 5Hz の場合を例として、この事象の特徴を以下にまとめた。 













(4) 反応度振幅が±0.9$の場合、図 4.3-2 に示すように炉心中心付近に装荷された最大出
力集合体の燃料中心部分が溶融温度に到達するのは約 2.7 秒、溶融割合が 20％に到達
する時間は約 8.3 秒である。その後の挙動は、冷却材沸騰の影響で燃料の温度と溶融
































































Fuel Temp. 1 








Fuel Temp. 3 









(1) 加振周波数 5Hz と 10Hz における燃料溶融挙動を比較すると、反応度振幅が±0.9$より
小さい条件では 5Hz の方が早く溶融する傾向がある。しかし、±1$より大きくなると
その関係が逆転し、10Hz の方が早く溶融する。 















































確実さ（偶然的不確実さ R 、認識論的不確実さ U ）１５）を評価した。 
(1) 炉心支持板入力加速度応答係数（ 1S ） 















                      (4.4.1-1) 
















                          (4.4.1-2) 

















(4) 加速度応答反応度係数 ( 32S ) 








S32                            (4.4.1-4） 
そして、各解析点（加速度条件）の間を補完するため、図 4.4.1-1(a)に示すように 2 次
式で近似した。近似誤差は、各解析値と近似値の差に関する平均値と標準偏差より
0.044$(2σ)とした。 
不確実さは、図4.4.1-1(b)に示すように、反応度 sRC に対応する炉心支持板加速度 sCSPA 、









1                      (4.4.1-5） 




反応度係数分布による評価結果 RC を GMVP による解析結果 GMVP と比較したところ、図
4.4.1-2 に示すように、その差C は RC に対する依存性があるため直線近似を行った。そ
して、(4.4.1-6)式のように RC  とC に基づく補正値を c とし、反応度モデル化係数 33S
を(4.4.1-7)式のように設定した。 
CRCc                           （4.4.1-6） 
RC
cS33                             (4.4.1-7） 
補正後に残る GMVP との差を認識論的不確実さ、 GMVP における統計誤差を偶然的不確
実さとして扱い、それぞれ 0.10$(2σ)、0.083$(2σ)とした。前項(4)と同じ考え方により、
反応度 に対応する炉心支持板加速度 sCSPA と、その関係が上記の不確実さの分変動した場




























                    (4.4.1-8） 
(6) スペクトル応答係数( 34S ) 
同じ加速度条件に対する正弦波の場合の投入反応度 sc と、地震波加振の場合の投入反応


















度 rc に対応するそれぞれの炉心支持板加速度 rCSPA 、 rrCSP AA 34 を比較することにより
不確実さを設定した。なお、スペクトル応答係数は正弦波加振に対する応答とランダム波
に対する応答の両方が関与するため、反応度 sc に対する炉心支持板加速度 sCSPA （図




































おける設計上限の 360W/cm とした。前項 4.3 に示した解析条件では、最大線出力最






年 2 月 19 日認可）２０）で設定されている値とした。ただしドップラー係数について
は最新の研究成果２１）を反映した。 
解析結果を図 4.4.1-5 に示す。燃料溶融時間が最も短くなるのは、線出力が最大となる
ケースであり、ノミナル条件 6.6 秒に対して、3.9 秒となった。この比 0.59 に基づき、燃
料溶融時間の下限を設定した。 
フラジリティ評価に関する不確実さは、次項 4.4.3 に示すように、燃料溶融時間曲線と













































































ρRC [$]  




































































































Normal ±11% 360W/cm as upper limit
Coolant Flow
in fuel subassembly Normal ±26%
Engineering safety factor on
evaluating cladding
temperature
Flow halving time of
coast down
Normal ±25% 6s as upper limit
Thermal conductivity
of fuel Normal ±10% Reference 14),20)
Melting tenperature
of fuel Normal ±2% Reference 14),20)
Doppler coefficient Normal ±12% Reference 21)
Fuel axial expansion
reactivity
Normal ±30% Reference 20)
Sodium dennsity reactivity

































Criterion to prevent CDA
 
 























































                 (4.4.2-2) 
(4.4.2-1)式における加振による制御棒挿入抗力は、(4.4.2-3)式に示すように、水平方






























　                            (4.4.2-4) 
本研究における制御棒挿入時間 CRT は、制御棒挿入途中で恒常的に作用する CF 及び frF










　                               (4.4.2-5) 
1T は、原型炉の制御棒重量２２）やスクラム加速力を考慮し、下記に示す原型炉の制御棒
挿入試験データ５）が再現できるよう摩擦抵抗力 frF 及び非加振時の制御棒挿入力 CF を設
定することにより想定した。ここで、(4.4.2-4)式の摩擦係数と衝突時の加速度の両方が
地震時の加振加速度に依存すると考えられるため、 frF は加振加速度の2次式と想定した。
加振加速度と相対変位最大値の関係は、次項(2)に示す相対変位応答係数 1R を用いた。 
 静的スクラム試験における制御棒挿入時間は 0.59 秒である。 
 動的スクラム試験（正弦波加振）において、UCS と CRGT の相対変位が 50mm で制御
棒挿入時間は 0.68 秒、相対変位 55mm で 0.69 秒、相対変位 60mm で 0.72 秒である。 
2T は、制御棒が UCS と CRGT に挟み込まれることにより(4.4.2-3)式の tF が無限大になっ
て制御棒の挿入が停止し、挟み込まれている時間がそのまま制御棒の挿入遅延時間になる
と仮定した。原型炉では、基準時振動の 2.2 倍（PGA16.72m/s2）の条件では UCS と CRGT 相
対変位最大値が制御棒挿入性に関する許容値(55mm)を超えているが、それでも制御棒挿入
時間は 1.5 秒以下と評価されている２４）。 2T は、上記の内容を再現するよう想定した。 
制御棒挿入時間 CRT 、静的挿入力と地震による摩擦抵抗力による制御挿入時間 1T 、UCS
と CRGT の挟み込みによる制御棒挿入遅延時間 2T のそれぞれについて、UCS と CRGT の相対




が 16.72m/s2における制御棒挿入時間は約 1.5 秒となった。そこで、このケースを制御棒









(2) 相対変位応答係数（ 1R ） 
原型炉における制御棒挿入時間は、UCS と CRGT の相対変位との関係として整理されてい
るが、本研究では、地震加速度との関係を得る必要がある。原型炉における基準地震動
（PGA；7.6m/s2）における相対変位 rX が 36mm と評価されていることから、図 4.2-1 にお







XR                              (4.4.2-6) 
(3) 制御棒挿入時間応答係数（ 2R ） 





TR2                            (4.4.2-7) 
制御棒挿入時間応答係数 2R の不確実さは、次項 4.4.3 に示すように燃料溶融時間曲線と、
図 4.4.2-2 の maxCRT に基づくスクラム特性により設定した 
(4) スクラム時間 























T2：CR insertion delay time
by sticking
T1：CR insertion time 
affected by seismic acceleration
TCR：CR insertion time (nominal)
（TCR=T1+T2)
 
















(nominal)  timetotalinsertion  CR:CRT
(maximum)  timetotalinsertion  CR:maxCRT
 







前項 4.3 で評価した燃料溶融時間と前項 4.4.2 の制御棒スクラム特性の両者を地動加速
度との関係に基づいて整理し、図 4.4.3-1 に示した。スクラム曲線と燃料溶融時間曲線の
交点を炉心損傷限界と考えると、加振周波数 10Hz では地動加速度が 21m/s2、その時の燃
料溶融時間は 2.4 秒となった。また、加振周波数 5Hz の場合は炉心損傷限界が 22.5m/s2と
なったため、本研究では、より厳しい条件として、加振周波数 10Hz の場合における 21m/s2
を炉心損傷限界の中央値とした。 
炉心損傷限界において、前項 4.4.1 及び 4.4.2 の結果に基づいて応答係数と不確実さを
評価し、その結果を表 4.4.3-1 及び表 4.4.3-2 に示した。ここで、システム動特性応答係




























































S31 1 0 0
S32 0.030 0.020 0
S33 0.92 0.035 0.042
S34 0.62 0.041 0





































m 1 (±0%) (±0%)
FA 1 (±0%) (±0%)
Fb 1 (±0%) (±0%)
Ff 1 (±10%) (±0%)










































































































































の 2.75 倍となり、建物の耐震強度を上回る結果となった。また、HCLPF は原型炉に
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付録 A 燃料溶融挙動解析 
 









地震反応度を投入した場合の各フィードバック反応度と NET 反応度の推移を示す。 
 
２．燃料溶融と冷却材沸騰 
最大出力集合体（ch15）の代表ピンにおける mid-plane の燃料溶融挙動を図 A-2 から図 A-4 に示す。 
地震反応度が周波数 5Hz、反応度振幅 0.9＄の場合、図 A-2 に示すように、燃料溶融割合が 20％に到
達する前に冷却材の沸騰が開始している。 
しかし、本文第４章における限界加速度 21m/s2（周波数 10Hz、反応度振幅 1.06＄）に近い条件とし
て、反応度振幅 1$と 1.1＄の場合を確認したところ、図 A-3 と図 A-4 に示すように、いずれも冷却材
沸騰開始前に燃料溶融割合が 20%に到達している。 




図 A-7 から図 A-10 に示すとおり、地震反応度の周波数 5Hz と 10Hz に対する燃料中心温度等を比較
した。図 A-7、図 A-8 は反応度振幅が±1.0$の場合を示す。周波数 10Hz の場合は初期の反応度投入速
度が早いことから、燃料温度上昇による負の反応度フィードバック効果が大きくなっており、その後
の温度上昇が抑制された結果、燃料溶融の進展が周波数 5Hz の場合とほぼ同等になっている。しかし、
この挙動には反応度振幅に対する依存性があり、図 A-9、図 A-10 に示すとおり±1.1$の場合、周波数






















































































図 A-3 冷却材沸騰開始と燃料溶融割合 20％到達時間の関係（10Hz,1.0$） 
 
 




























































































5 0.7 8.7 13.1 13.2 13.3 7.6 11.2 
0.8 8.1 12.1 11.6 12.4 5.0 10.0 
0.9 7.4 10.9 10.9 11.0 2.8 8.3 
1.0 6.8 9.9 9.2 10.1 1.5 6.3 
1.1 6.2 9.1 8.3 9.2 0.6 4.1 
1.2 5.4 8.1 7.3 8.1 0.3 2.3 
10 0.7 9.0 13.5 13.5 13.7 8.7 11.6 
0.8 8.4 12.6 11.1 12.8 6.4 10.3 
0.9 7.6 11.0 10.2 11.2 3.9 8.6 
1.0 6.9 10.0 9.3 10.1 0.5 6.6 
1.1 6.3 9.2 8.3 9.2 0.001 0.4 







































































































































付録 B 模擬地震波による反応度投入量評価 
 
１．模擬地震波の想定 






FC sincos                             (B1) 




地震の継続時間 dT は(B2)式における Mを地震波実例の 6.5 とし 17.42 秒に設定した。 
 
774.031.010 MdT                                 (B2) 
 
k 次成分の振動周期 kT は(B3)式のように定義し、フーリエ振幅スペクトル kF は、図 B-1 に示す地震




T dk                                     (B3) 
 
各成分波の位相角は、(B4)式に基づく位相差分スペクトル法 b1)により設定した。包絡曲線 b1),b2)とそ









b1) “新・地震動のスペクトル解析入門”，大崎順彦著，鹿島出版会，1994 年 5 月 25
日,ISBN4-306-03270-1 C3052 P6386E 
b2) “日本原子力学会標準 原子力発電所に対する地震を起因とした確率論的リスク評価に関する













2009 年 8月 11 日 駿河湾の地震 
（2009 年 8 月 11 日 05 時 07 分 北緯 34度 47.1 分 東経 138 度 29.9 分 深さ 23km M6.5[暫定値] 
地震波観測地 静岡県御前崎市御前崎 震度 6弱、震央距離 33.0km 
出典 気象庁ホームページ 
http://www.data.jma.go.jp/svd/eqev/data/kyoshin/jishin/090811_suruga-wan/index.html 











































































































































































































































































































































































































付録 C スクラム曲線の想定 
 
１．考え方 







21 ttt                                    (C1) 
 t：制御棒挿入時間 











                                (C2) 
 
（C2）式に対して、本研究では CF 、 frF を加振条件に応じた一定の値とし、(C3)式に基づいて簡易




mt 8.021                                 (C3) 
 
高速増殖原型炉における地震時制御棒挿入性試験データが公開されているため、その試験結果を再
現できるように CF 、 frF を設定した。非加振の場合は(C3)式において frF がゼロになり、 CF は 274.4N
になる。ここで、高速増殖原型炉の制御棒設計に関する公開情報に基づき、その内訳を表 C-1 に示す
ように設定した。流体抗力は、原型炉公開情報に基づいて概算すると表 C-2 に示すように約 38.6kg と
88 
 
なるが、表 C-1 に示す内訳（42kg）に比べて小さいものの、大幅な差異はない。 
RF は、地動加速度の 2次式として設定した。高速原型炉の地震時制御棒挿入性試験データでは、制
御棒挿入時間が UCS 及び CRGT の相対変位と関係付けて整理されている。そこで本研究では、その相対
変位が地動加速度に比例するものと仮定し、高速原型炉の公開情報において、基準地震動 Ssにおける





偏芯量は 55mm となっていることが公表されている。 
許容偏芯が 55ｍｍに達しただけでは大きな拘束力は生じないと思われるため、本研究では、相対変
位が 60mm を超えると拘束力が大きくなり、制御棒の挿入動作が停止すると仮定した。ただし、UCS と
CRGT の地震応答は絶えず変化することから、挟み込みによる拘束は一時的、かつ間欠的である。 
そこで、本研究では、UCS と CRGT の相対変位が正弦波状に変化すると仮定した。図 C-1 に、正弦波






















                               (C4) 
    maxy ：相対変位最大値 





は 1t となり、(C4)式による制御棒挿入遅延が ft1 回繰り返されることになる。従って制御棒の挟み込
みによる挿入遅延時間は(C5)式のとおりとした。 
 












量の最大値に応じた流体抗力が作用すると仮定して、表 C-4 に示すとおり最大条件を設定した。 










表 C-1 非加振条件における制御棒挿入力ＦCの設定 
 
項目 標準 最大 備考 
制御棒重量 m [kg] 60 60 PNC T J202 85-19 を参照。 
バラツキは製作公差に鑑みゼロとする。 
浮力 Fb [kg] 10 10  
流体抗力 Ff [kg] 42 46.2 炉心構成要素に対する流量配分誤差を 5%と想定。
流体抗力は流速の二乗に比例（1.052＝1.1）する
ため最大値は標準値の+10%とした。 
スクラム加速力 Fa [kg] 30 30 後備炉停止棒の初期スプリング加速力は 74.5kg。
ストロークに伴い減少する。 
摺動抵抗 Fsr [kg]  10 10  
合計 [kg] 28.0 23.8  
同 [N] 274.4 233.2  
 
 
表 C-2 流体抗力概算 
 
項目 値 備考 
制御棒案内管内径 [m] 0.1046 PNC TN941 85-98 
制御棒保護管外径 [m] 0.0940  
制御棒保護管内径 [m] 0.0900  
制御要素外径 [m] 0.0169  
制御要素本数 19  
流路断面積（保護管外）[m2] 0.00165  
流路断面積（保護管内） [m2] 0.00210  
制御棒（落下体）受圧面積 [m2] 0.00484 保護管断面積及び制御要素外径断面積 
Flow Rate [kg/sec] 11.0 PNC TN941 85-98 
Specific weight [kg/m3] 856.9  
体積流量 [m3/sec] 0.0129  
同 [m3/h] 46.3  
流量比（保護管外） 0.542 PNC TN941 85-98 の掲載データより算出 
流量比（保護管内） 0.458  
流速 （保護管外）[m/sec] 4.22  
流速（保護管内） [m/sec] 2.81  
差圧測定結果 [kg/cm2] 0.272 PNC TN941 85-98 
差圧（落下速度考慮）[kg/cm2] 0.798 制御棒の落下速度を 2m/sec とした。 
























































































0 0 0.59 274.4 0 0.59 0 0.59 
9.5 15.0  274.4 9.673 0.60 0 0.60 
22.8 36.0  274.4 37.08 0.64 0 0.64 
31.7 50.0 0.68 274.4 67.00 0.68 0 0.68 
34.8 55.0 0.69 274.4 73.00 0.69 0 0.69 
38.0 60.0 0.72 274.4 88.38 0.72 0 0.72 
41.2 65.0  274.4 101.7 0.75 0.17 0.91 
41.7 65.9  274.4 104.2 0.75 0.18 0.93 
44.3 70.0  274.4 116.0 0.78 0.25 1.03 
47.5 75.0  274.4 131.3 0.82 0.32 1.14 
48.1 76.0  274.4 134.3 0.83 0.34 1.16 
50.2 79.2 1.5 274.4 145.0 0.86 0.38 1.24 
54.0 85.3  274.4 165.6 0.94 0.46 1.40 
59.5 94.1  274.4 197.8 1.12 0.62 1.74 
64.8 102.3  274.4 230.9 1.48 0.88 2.36 











































0 0 0.59 233.2 0 0.64 0 0.64 
9.5 15.0  233.2 9.673 0.66 0 0.66 
22.8 36.0  233.2 37.08 0.70 0 0.70 
31.7 50.0 0.68 233.2 67.00 0.76 0 0.76 
34.8 55.0 0.69 233.2 73.00 0.77 0 0.77 
38.0 60.0 0.72 233.2 88.38 0.81 0 0.81 
41.2 65.0  233.2 101.7 0.85 0.19 1.04 
41.7 65.9  233.2 104.2 0.86 0.21 1.07 
44.3 70.0  233.2 116.0 0.91 0.29 1.20 
47.5 75.0  233.2 131.3 0.97 0.38 1.35 
48.1 76.0  233.2 134.3 0.99 0.40 1.38 
50.2 79.2 1.5 233.2 145.0 1.04 0.46 1.50 
54.0 85.3  233.2 165.6 1.19 0.59 1.78 
59.5 94.1  233.2 197.8 1.65 0.91 2.55 
64.8 102.3  233.2 230.9 6.35 3.76 10.12 
69.7 110.2  233.2 264.5 － － － 
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